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	凡例（第１編）

1．本編では、旧優生保護法の立法過程について記述する。
2．本文中、人権上不適切な語句、表現等が見られる場合があるが、旧優生保護法施行当時の社会情勢等を考慮して、そのまま引用した。また、誤字脱字と思われる箇所についても原文のまま引用した。
3．資料中の旧字体や異体字・略字は新字体や常用漢字に改めた。
4．仮名遣い・送り仮名は原文のまま引用した。
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